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県内市町村等の令和４年度公営企業決算の概要 

 

県内市町村等の公営企業（上下水道、病院等）の令和４年度決算概要を取りまとめ

ました。なお、本資料は、現時点の集計状況を速報として取りまとめたものです。 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総論】 

１ 年度末現在の事業数は  １６３事業  （前年度比 ▲１事業） 

 

２ 年度末現在の職員数は  ５，５６３人 （前年度比 ▲19 人） 

 

３ 決算規模(支出ベース)は １，８８７億７０百万円 （前年度比 ＋88 億 93 百万円、＋4.9%） 
    事業別では病院事業（40.8%）が最も大きく、次いで下水道事業（28.8%）、水道事業（26.9%）。 

 

４ 総収支は     ６５億４６百万円 （前年度比 ▲27 億 41 百万円、▲29.5%） 

黒字事業は 154 事業（全体の 94.5%）、黒字額合計は 92 億 59 百万円。 

一方、赤字事業は 9事業（全体の 5.5%）、赤字額合計は 27 億 13 百万円。 

 

５ 料金収入は   １，０６９億４３百万円 （前年度比 ＋19 億 2 百万円、＋1.8%） 
 

６ 他会計繰入金は ２９２億３２百万円 （前年度比 ＋ 4 億 26 百万円、＋1.5%） 
 

７ 企業債発行額は ２０６億４１百万円 （前年度比 ▲     86 百万円、▲0.4%） 
 

８ 企業債現在高は ３，６９１億４９百万円（前年度比 ▲ 118 億 27 百万円、▲3.1%） 
 

９ 建設投資額は  ３９７億８８百万円 （前年度比 ＋ 3 億 25 百万円、＋0.8%） 
 

10 累積欠損金は  １２５億８６百万円 （前年度比 ＋14 億 43 百万円、＋13.0%） 
累積欠損金を有する事業数は 16 事業で、前年度に比べて１事業減少。 

  
※これらの詳細なデータについては、令和６年３月頃に群馬県ホームページにおいて公表予定。 

令和５年９月２９日 
総務部 市町村課 地方債・公営企業係 
電話：０２７－２２６－２２２７ 
内線：２２２７ 

県内市町村等の公営企業は１６３事業、決算規模は１，８８８億円。 

経営状況は１５４事業が黒字決算、全体の総収支は６５億円の黒字。 

企業債現在高は３，６９１億円、平成１７年度から１８年連続で減少。 

【決算のポイント】 

【事業別の主な状況】 

水道事業 ＋３７億８０百万円（黒字） 下水道事業 ＋２６億１９百万円（黒字） 

観光施設事業 ＋２億１８百万円（黒字） 病院事業 ▲ １億２６百万円（赤字）  



【各論】

１　事業数

(1)

(2)

(3)

（表１）事業数

R3年度 R4年度 差 引

Ａ Ｂ 市 町村 組合 Ｂ－Ａ

上水道事業 20 20 9 10 1 0

簡易水道事業 4 4 2 2 0 0

病院事業 10 10 3 0 7 0

下水道事業 36 39 30 9 0 3

観光施設事業 1 1 0 1 0 0

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 4 4 2 0 2 0

その他事業 3 3 2 1 0 0

小　　計 78 81 48 23 10 3

簡易水道事業 14 14 1 13 0 0

電気事業 7 7 5 2 0 0

下水道事業 46 43 6 37 0 ▲ 3

観光施設事業 4 4 3 1 0 0

宅地造成事業 5 4 2 2 0 ▲ 1

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 10 10 2 8 0 0

小　　計 86 82 19 63 0 ▲ 4

164 163 67 86 10 ▲ 1

※各年度末の事業数

*1 　公営企業　　…

*2 　法適用企業　…

*3 　法非適用企業…

　増減の内訳は、以下のとおりとなっている。

【法適用企業】
　・下水道事業：３事業増加（法非適用企業からの移行）

【法非適用企業】
　・下水道事業：３事業減少（法適用企業への移行）
　・宅地造成事業：１事業減少（事業廃止）

　事業別では、下水道事業８２事業が最も多く、次いで水道事業（簡易水道事業含む）３８事業、介護サービス事業

１４事業、病院事業１０事業となっている。

　県内市町村等の公営企業 *1の事業数は１６３事業（法適用企業 *2 ８１、法非適用企業 *3 ８２）で、前年度末に比

べて１事業減少した。

区　　分

法
非
適
用
企
業

経営主体別内訳

合　　計

法
適
用
企
業

地方公営企業法の全部又は財務規定を適用している事業であり、経理事務を企業会計方式で行っているもの。

地方公営企業法を適用していない事業であり、経理事務を官庁会計方式で行っているもの。

地方公共団体が営む企業で、主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもって充てるものをいい、地方公営
企業法（昭和２７年法律第２９２号）の適用状況により、法適用企業と法非適用企業に分類される。

事業数

163

(100％)

下水道 82

（50.3％）

介護ｻｰﾋﾞｽ 14

（8.6％）

病院 10

（6.1％）

水道（含む簡水）

38（23.3％）

電気 7

（4.3％）

宅地造成 4
（2.5％）

観光施設 5
（3.1％） その他 3

（1.8%）
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２　職員数

(1)

(2)

(3)

（表２）職員数

（単位：人）

R3年度 R4年度 差引 増減率

Ａ Ｂ B-A （％）

上水道事業 487 482 ▲ 5 ▲ 1.0

簡易水道事業 12 13 1 8.3

病院事業 4,551 4,536 ▲ 15 ▲ 0.3

下水道事業 280 286 6 2.1

観光施設事業 15 17 2 13.3

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 71 70 ▲ 1 ▲ 1.4

その他事業 14 12 ▲ 2 ▲ 14.3

小　　計 5,430 5,416 ▲ 14 ▲ 0.3

簡易水道事業 17 16 ▲ 1 ▲ 5.9

電気事業 3 3 0 0.0

下水道事業 53 47 ▲ 6 ▲ 11.3

観光施設事業 43 44 1 2.3

宅地造成事業 0 0 0 0.0

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 36 37 1 2.8

小　　計 152 147 ▲ 5 ▲ 3.3

5,582 5,563 ▲ 19 ▲ 0.3

※各年度末の職員数

　職員数は５，５６３人（法適用企業５，４１６人、法非適用企業１４７人）で、前年度末に比べて１９人減少した。

区　　分

法
適
用
企
業

法
非
適
用
企
業

合　　計

　事業別では、病院事業４，５３６人が最も多く、全体の８１．５％を占め、次いで水道事業（簡易水道事業含む）

５１１人（９．２％）、下水道事業３３３人（６．０％）となっている。

　増減の内訳は、病院事業（▲１５人）が最も大きく、次いで水道事業（簡易水道事業含む）（▲５人）、観光施設事業
（＋３人）となっている。

職員数

5,563人

(100％)

水道（含む簡水）

511人

（9.2％）

下水道

333人

（6.0％）

病院

4,536人

（81.5％）

介護サービス

107人

（1.9％）

その他

76人

（1.4%）
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３　決算規模

（表３）事業別決算規模

（単位：百万円）

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 差 引 増減率
Ａ Ｂ Ｂ－Ａ (％)

上水道事業 47,282 46,971 50,226 48,598 48,798 200 0.4

簡易水道事業 226 268 404 767 796 30 3.9

ガス事業 208 363 - - - - -

病院事業 66,055 66,235 69,859 69,922 76,950 7,028 10.1

下水道事業 24,382 26,125 44,624 44,786 45,938 1,152 2.6

観光施設事業 937 627 845 575 960 385 66.9

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 956 993 739 799 825 26 3.3

その他事業 258 328 312 504 460 ▲ 44 ▲ 8.8

小　　計 140,304 141,910 167,008 165,950 174,727 8,777 5.3

簡易水道事業 1,765 1,970 1,596 1,436 1,102 ▲ 333 ▲ 23.2

電気事業 1,229 1,127 1,423 1,005 1,111 106 10.5

下水道事業 28,986 27,244 8,821 9,395 8,446 ▲ 949 ▲ 10.1

観光施設事業 333 358 451 263 275 12 4.6

宅地造成事業 775 952 682 953 2,221 1,268 133.1

駐車場事業 239 152 - - - - -

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 918 887 927 875 888 12 1.4

小　　計 34,245 32,690 13,902 13,927 14,043 116 0.8

174,549 174,600 180,910 179,877 188,770 8,893 4.9

819,046 835,079 1,074,038 924,347 902,845 ▲ 21,502 ▲ 2.3

21.3 20.9 16.8 19.5 20.9 1.4 7.2

※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。

（注）決算規模　　法適用企業　　：　総費用（税込） － 減価償却費 ＋ 資本的支出
　　　　　　　　　法非適用企業　：　総費用 ＋ 資本的支出 ＋ 積立金 ＋ 前年度繰上充用金

区　　分

法
適
用
企
業

法
非
適
用
企
業

合　　計

（参考）普通会計

(1) 　決算規模（支出ベース）は１，８８７億７０百万円（普通会計の２０．９％に相当）で、前年度に比べて８８億９３百万円、

４．９％増加した。

企業会計／普通会計

(2) 　事業別では、病院事業７６９億５０百万円（全体の４０．８％）が最も大きく、次いで下水道事業５４３億８４百万円（全

体の２８．８％）、水道事業（簡易水道事業含む）５０６億９７百万円（全体の２６．９％）となっている。

(3) 　病院事業が旧病院解体費や退職給付引当金の特別損失計上等により、７０億２８百万円（１０．１％）、宅地造成事

業が新規産業団地の造成等により１２億６８百万円（１３３．１％）増加している。

決算規模

188,770百万円

(100％)

下水道

54,384百万円

（28.8％）

病院

76,950百万円

（40.8％）

その他

4,519百万円

（2.3%）

水道（含む簡水）

50,697百万円

（26.9％）

宅地造成

2,221百万円

（1.2％）
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４　経営状況（総収支）

総収支の状況（法適用企業：純損益
 *1

、法非適用企業：実質収支
 *2

）

ア

イ

ウ

 

事業別の総収支の状況

ア

イ

ウ

エ

（表４）総収支の状況 （単位：事業、百万円、％）

R3年度 (Ａ) R4年度 (Ｂ)

法適用 法非適用 計 法適用 法非適用 計 法適用 法非適用 計 増減率

黒 68 86 154 72 82 154 4 ▲ 4 0 0.0

字 9,373 756 10,129 8,489 769 9,259 ▲ 883 13 ▲ 870 ▲ 8.6

・ 10 0 10 9 0 9 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 10.0

赤 ▲ 842 0 ▲ 842 ▲ 2,713 0 ▲ 2,713 ▲ 1,870 0 ▲ 1,870 ▲ 222.1

字 78 86 164 81 82 163 3 ▲ 4 ▲ 1 ▲ 0.6

別 8,531 756 9,287 5,777 769 6,546 ▲ 2,754 13 ▲ 2,741 ▲ 29.5

水道(含む簡水) 3,724 81 3,805 3,700 81 3,780 ▲ 25 ▲ 0 ▲ 25 ▲ 0.7

電気 - 160 160 - 107 107 - ▲ 53 ▲ 53 ▲ 32.9

事 病院 2,354 - 2,354 ▲ 126 - ▲ 126 ▲ 2,480 - ▲ 2,480 ▲ 105.4

下水道 2,401 461 2,862 2,106 513 2,619 ▲ 295 52 ▲ 243 ▲ 8.5

業 観光施設 120 35 156 157 61 218 37 26 62 40.0

宅地造成 - 9 9 - 3 3 - ▲ 6 ▲ 6 ▲ 63.3

別 介護ｻｰﾋﾞｽ ▲ 75 11 ▲ 65 ▲ 65 5 ▲ 60 11 ▲ 6 5 7.0

その他 6 - 6 5 - 5 ▲ 1 - ▲ 1 ▲ 19.9

計 8,531 756 9,287 5,777 769 6,546 ▲ 2,754 13 ▲ 2,741 ▲ 29.5

※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。
※「黒字・赤字別」における上段は事業数、下段は金額である。

*1 　純損益 　…

*2 　実質収支…

法適用企業において、総収益から総費用を減じた額をいい、本資料において純損益がプラスであれば黒字、マイナスであれ
ば赤字としている。

法非適用企業において、歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰越すべき財源を除いたものをいい、本資料において実
質収支がプラスであれば黒字、マイナスであれば赤字としている。

(１)

(２)

　総収支は６５億４６百万円（黒字）で、前年度に比べて２７億４１百万円、２９．５％減少した。

赤字

計

区　分
差引　(Ｂ)－(Ａ)

黒字

　黒字事業は１５４事業（前年度同数）で、事業全体の９４．５％（前年度比＋０．６ポイント）を占める。
　赤字事業は　　９事業（前年度比▲１事業）で、事業全体の　５．５％（前年度比▲０．６ポイント）を占める。

　黒字事業の黒字額の合計は、９２億５９百万円（前年度比▲　８億７０百万円、▲８．６％）、
　赤字事業の赤字額の合計は、２７億１３百万円（前年度比▲１８億７０百万円、▲２２２．１％）となっている。

　観光施設事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により減少していた利用者が増加に転じ、営業収益が増加したこと
等により、前年度１億５６百万円から本年度２億１８百万円へと黒字額が増加した。

　病院事業は、新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えが落ち着いたこと等により医業収益は増加したが、旧病
院解体に係る特別損失の発生等により、前年度２３億５４百万円の黒字から、本年度１億２６百万円の赤字へ転じた。

　水道事業（簡易水道事業含む）は、一部団体の料金改定等により料金収入は増加したが、エネルギーの価格高騰によ
る動力費の増加等により、前年度３８億５百万円から本年度３７億８０百万円へと黒字額が減少した。

　下水道事業は、エネルギーの価格高騰による動力費の増加等により、前年度２８億６２百万円から本年度２６億１９百万
円へと黒字額が減少した。

5,550 6,158 5,549 

8,936 9,287 

6,546 

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

経営状況（総収支の推移） （単位：百万円）
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５　料金収入

（表５）料金収入の状況
（単位：百万円、％）

R3年度 (Ａ) R4年度 (Ｂ)

法非適用 計 法適用 法非適用 計 法適用 法非適用 計 増減率

水道（含む簡水） 470 32,810 32,407 445 32,852 66 ▲ 25 42 0.1

電気 985 985 - 994 994 - 10 10 1.0

事 病院 - 53,856 55,896 - 55,896 2,040 - 2,040 3.8

下水道 2,082 15,117 13,036 1,968 15,004 ▲ 0 ▲ 114 ▲ 114 ▲ 0.8

業 観光施設 129 714 622 171 793 37 42 80 11.1

宅地造成 119 119 - 0 0 - ▲ 119 ▲ 119 皆　減　

別 介護ｻｰﾋﾞｽ 707 1,257 577 652 1,229 27 ▲ 56 ▲ 28 ▲ 2.2

その他 - 183 175 - 175 ▲ 8 - ▲ 8 ▲ 4.3

計 4,492 105,041 102,713 4,230 106,943 2,163 ▲ 262 1,902 1.8

※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。

６　他会計繰入金
 *1

（表６）他会計繰入金の状況

（単位：百万円、％）

R3年度 (Ａ) R4年度 (Ｂ)

法非適用 計 法適用 法非適用 計 法適用 法非適用 計 増減率

水道（含む簡水） 355 1,480 1,237 359 1,597 112 4 116 7.9

電気 1 1 - 0 0 - ▲ 1 ▲ 1 ▲ 80.3

事 病院 - 6,273 6,364 - 6,364 91 - 91 1.5

下水道 4,477 20,565 16,409 4,310 20,719 321 ▲ 167 154 0.7

業 観光施設 122 122 0 115 115 0 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 5.5

宅地造成 47 47 - 27 27 - ▲ 20 ▲ 20 ▲ 42.4

別 介護ｻｰﾋﾞｽ 153 281 128 221 349 0 68 68 24.2

その他 - 37 61 - 61 24 - 24 64.0

計 5,155 28,806 24,200 5,033 29,232 548 ▲ 122 426 1.5

※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。

*1 　他会計繰入金　…

1,125

-

13,036

585

-

550

183

100,550

(１)

(２)

　料金収入は１，０６９億４３百万円で、前年度に比べて１９億２百万円、１．８％増加した。

　事業別では、病院事業５５８億９６百万円が最も大きく、次いで水道事業（簡易水道事業含む）３２８億５２百万円、下水道

事業１５０億４百万円となっている。

法適用
区　分

差引　(Ｂ)－(Ａ)

　一般会計等他会計繰入金は２９２億３２百万円で、前年度に比べて４億２６百万円、１．５％増加した。

(３)

　事業別では、下水道事業２０７億１９百万円が最も大きく、次いで病院事業６３億６４百万円、水道事業（簡易水道事業含
む）１５億９７百万円となっている。

区　分
差引　(Ｂ)－(Ａ)

(２)

(１)

法適用

32,341

(３) 　病院事業は新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えが落ち着いたこと等により、２０億４０百万円（３．８％）増加し

ている。

その性質上企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費（水道事業における消火栓の設置費など）や、
その公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難である
と認められる経費（病院事業におけるへき地医療の経費など）等について、一般会計等が負担する経費。

　下水道事業（＋１億５４百万円）、水道事業（簡易水道事業含む）（＋１億１６百万円）が大きく増加している。

128

37

23,651

6,273

16,088

0

-

-

53,856
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７　企業債 *1発行額

（表７）企業債発行額
（単位：百万円）

R3年度 R4年度 差 引 増減率
Ａ Ｂ Ｂ－Ａ (％)

上水道事業 5,652 6,330 678 12.0
簡易水道事業 78 73 ▲ 5 ▲ 6.3
病院事業 2,750 1,522 ▲ 1,228 ▲ 44.7
下水道事業 9,177 8,970 ▲ 207 ▲ 2.3
観光施設事業 0 12 12 皆　増　
介護ｻｰﾋﾞｽ事業 0 0 0 －　　
その他事業 200 180 ▲ 20 ▲ 10.0

小　　計 17,857 17,087 ▲ 770 ▲ 4.3
簡易水道事業 478 206 ▲ 271 ▲ 56.8
電気事業 0 0 0 －　　
下水道事業 1,624 1,255 ▲ 370 ▲ 22.8
観光施設事業 0 0 0 －　　
宅地造成事業 767 2,093 1,326 172.9
介護ｻｰﾋﾞｽ事業 1 1 ▲ 0 ▲ 30.8

小　　計 2,870 3,555 684 23.8

20,727 20,641 ▲ 86 ▲ 0.4

※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。

　
（表８）企業債現在高の推移

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 差 引 増減率 構成比
Ａ Ｂ Ｂ－Ａ (％) (％)

水道(含む簡水) 109,025 106,023 107,480 104,748 102,225 ▲ 2,523 ▲ 2.4 27.7
下水道 259,491 251,083 241,619 233,276 224,459 ▲ 8,818 ▲ 3.8 60.8
病院 45,805 42,310 40,213 39,682 37,487 ▲ 2,195 ▲ 5.5 10.2
その他 3,086 2,500 2,616 3,269 4,978 1,709 52.3 1.3
　電気 565 532 832 800 767 ▲ 33 ▲ 4.1 0.2
　ガス 0 0 - - - - - -
　観光施設 412 392 444 383 328 ▲ 55 ▲ 14.3 0.1
　宅地造成 841 490 380 1,064 2,849 1,785 167.7 0.7
　駐車場 54 0 - - - - - -
　介護ｻｰﾋﾞｽ 1,214 1,087 960 823 674 ▲ 149 ▲ 18.1 0.2
　その他 0 0 0 200 360 160 80.0 0.1

合　　　計 417,407 401,916 391,928 380,976 369,149 ▲ 11,827 ▲ 3.1 100.0
※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。

*1 　企業債　　…

（１）　企業債発行額は２０６億４１百万円で、前年度に比べて８６百万円、０．４％減少した。

（２）　事業別では、下水道事業１０２億２５百万円（全体の４９．５％）が最も大きく、次いで水道事業（簡易水道事業含む）

　　６６億９百万円（全体の３２．０％）、宅地造成事業２０億９３百万円（全体の１０．１％）、病院事業１５億２２百万円（全体の

　　７．４％）となっている。

区　　分

（３）　病院事業が大型投資の完了等により１２憶２８百万円（４４．７％）減少する一方、宅地造成事業は新規産業団地の造成

　　等により１３憶２６百万円（１７２．９％）増加している。

合　　　計

事業別

（単位：百万円）

法
非
適
用
企
業

（１）　企業債現在高は３，６９１億４９百万円で、 前年度末に比べて１１８億２７百万円、３．１％減少し、平成１６年度以降減少
　　傾向が続いている。

（２）　事業別では、 下水道事業２，２４４億５９百万円（全体の６０．８％）が最も大きく、 次いで水道事業（簡易水道事業含む）

　　１，０２２億２５百万円（全体の２７．７％）、病院事業３７４億８７百万円（全体の１０．２％）となっている。

公営企業の建設・改良事業等に要する資金に充てるために起こす地方債をいう。（なお、公営企業会計適用債等の建設・改良事
業以外の事業に要する地方債も含む。）

８　企業債現在高

法
適
用
企
業

企業債発行額

20,641百万円

(100％)

下水道
10,225百万円
（49.5％）

宅地造成
2,093百万円
（10.1％）

水道
（含む簡水）
6,609百万円
（32.0％）

その他
193百万円
(1.0％)

病院
1,522百万円
（7.4％）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

企業債現在高の推移

その他

病院

下水道

上水道（含む簡水）

600,000

400,000

200,000

0

（単位：百万円）

582,342 

369,149
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９　建設投資額 *1

（表９）建設投資の状況 （単位：百万円）

R3年度 R4年度 差 引 増減率

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ (％)

上水道事業 17,848 18,007 159 0.9

簡易水道事業 127 149 22 17.6

病院事業 3,533 2,509 ▲ 1,024 ▲ 29.0

下水道事業 13,324 13,718 394 3.0

観光施設事業 199 572 373 188.1

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 4 5 1 18.6

その他事業 213 203 ▲ 9 ▲ 4.4

小　　計 35,247 35,163 ▲ 84 ▲ 0.2

簡易水道事業 631 282 ▲ 349 ▲ 55.3

電気事業 6 33 27 437.1

下水道事業 2,723 2,141 ▲ 582 ▲ 21.4

観光施設事業 13 7 ▲ 5 ▲ 42.2

宅地造成事業 839 2,152 1,313 156.5

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 3 8 5 163.3

小　　計 4,215 4,624 409 9.7

39,462 39,788 325 0.8

※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。

１０　累積欠損金 *2（法適用企業のみ）

（表10）累積欠損金 （単位：百万円）

R3年度 R4年度 差引 増減率

Ａ Ｂ B-A （％）

上水道事業 13 77 65 514.7

簡易水道事業 0 0 0 0.0

病院事業 9,079 10,488 1,409 15.5

下水道事業 825 865 39 4.8

観光施設事業 625 468 ▲ 157 ▲ 25.1

介護ｻｰﾋﾞｽ事業 538 620 83 15.4

その他事業 62 67 5 7.5

計 11,142 12,586 1,443 13.0

※累積欠損金は法適用企業のみ対象としている。
※端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。

*1 　建設投資額　…　　資本的支出における建設改良費をいう。
*2 　累積欠損金　… 法適用企業において、営業活動によって損失（赤字）が生じた場合に、繰越利益剰余金、利益積立金等によってもなお補

塡ができなかった各事業年度の損失（赤字）が累積したものをいう。

法
適
用
企
業

（２）

(1)

(2)

(3)

（３）

法
適
用
企
業

法
非
適
用
企
業

　累積欠損金（法適用企業のみ）を有する事業の累積欠損金の合計は１２５億８６百万円で、前年度に比べて１４億４３百

万円、１３．０％増加した。

  建設投資額は３９７億８８百万円で、前年度に比べて３億２５百万円、０．８％増加した。

　事業別では、水道事業（簡易水道事業含む）１８４億３７百万円（全体の４６．３％）が最も大きく、次いで下水道事業

１５８億５９百万円（全体の３９．９％）、病院事業２５億９百万円（全体の６．３％）となっている。

　　病院事業が大型投資の完了等により▲１０億２４百万円（２９．０％）減少する一方、宅地造成事業は新規産業団地の

造成等により１３憶１３百万円（１５６．５％）増加している。

　累積欠損金を有する事業数は１６事業で前年度に比べて１事業減少した。

　事業別では、病院事業１０４億８８百万円（全体の８３．３％）が最も多く、次いで下水道事業８億６５百万円（全体の

６．９％）、介護サービス事業６億２０百万円（全体の４．９％）となっている。

区　　分

（１）

合　　計

区　　分

建設投資額

39,788百万円

(100％)

水道(含む簡水）
18,437百万円
（46.3%）

病院
2,509百万円
（6.3％）

下水道
15,859百万円

（39.9％）

その他
2,981百万円
（7.5％）

累積欠損金額

12,586百万円

（100％)

介護サービス

620百万円

（4.9％）

病院

10,488百万円

（83.3％）

下水道
865百万円
（6.9％）

その他

144百万円

（1.2％）

観光

468百万円

（3.7％）
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